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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高

(百万

円)

82,668 84,620 78,679176,281175,613

経常利益又は経常損失(△)

(百万

円)

△951 △1,939 △4,193 1,626 △2,121

中間(当期)純損失(△)

(百万

円)

△3,442 △3,099 △4,057 △2,981 △8,087

純資産額

(百万

円)

62,066 59,541 48,469 62,248 52,994

総資産額

(百万

円)

124,556118,232107,048122,671112,192

１株当たり純資産額 (円) 1,106.151,041.32806.721,103.40902.43

１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) △72.49 △65.21 △85.38 △62.74△170.15

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.2 41.9 35.8 42.7 38.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

1,343 △117 △720 3,613 △3,458

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

801 △1,379 △409 1,755 △1,291

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△957 △300 △351 △3,518 △1,068

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万
円)

30,034 29,188 23,250 30,781 24,951

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
4,148
(6,858)

4,163
(6,820)

4,092
(6,668)

3,809
(6,801)

3,972
(7,004)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また潜

在株式が存在していないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社レナウン(E00616)

半期報告書

 2/89



(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自　平成18年
　　３月１日
至　平成18年
　　８月31日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成19年
　　８月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　３月１日
至　平成19年
　　２月28日

自　平成19年
　　３月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高

(百万

円)

42,105 42,489 38,893 92,475 89,768

経常利益又は経常損失(△)

(百万

円)

△968 △1,378 △2,768 1,483 △1,673

中間(当期)純損失(△)

(百万

円)

△1,259 △1,166 △2,384 △174 △8,744

資本金

(百万

円)

15,005 15,005 15,005 15,005 15,005

発行済株式総数 (株) 47,614,50147,614,50147,614,50147,614,50147,614,501

純資産額

(百万

円)

34,469 33,953 23,587 35,502 25,840

総資産額

(百万

円)

92,591 87,161 77,624 90,959 81,461

１株当たり純資産額 (円) 724.86 714.32 496.63 746.73 543.69

１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) △26.48 △24.54 △50.19 △3.67 △183.96

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.2 39.0 30.4 39.0 31.7

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
926

(5,235)
931

(5,252)
891

(5,141)
893

(5,181)
902

(5,313)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、また潜

在株式が存在していないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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３ 【関係会社の状況】

　(1) 新規

　　障害を持つ方の雇用を促進するため下記の会社を設立し、連結子会社に含めております。

　　　(名称)　　㈱レナウンハートフルサポート

　　　(住所)　　東京都品川区

　　　(資本金)　１０百万円

　　　(主要な事業の内容)　物流業務全般及び、清掃・保守管理業務等

　　　(議決権に対する提出会社の所有割合)　１００．０％

　　　(関係内容)　当社との間で子会社支援金契約を締結しております。

 

 (2) 合併

　 当中間連結会計期間において、アバン・アビリティ㈱(連結子会社)は㈱アバン(連結子会社)と合併いたしまし

た。

 

 (3) 除外

　当中間連結会計期間において、Kent & Curwen Ltd. (連結子会社)及び㈱フレンチコネクションジャパン(関連会

社)は株式を全部売却したことにより関係会社に該当しなくなりました。また、台湾蕾娜恩股?有限公司(連結子会

社)は清算結了したことにより関係会社に該当しなくなりました。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年８月31日現
在

事業部門の名称 従業員数(名)

衣服等繊維製品事業 3,826(6,449)

衣服等繊維製品関連事業 103(  127)

その他の事業 163(   92)

合計 4,092(6,668)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(名) 891(5,141)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。

 

(3) 労働組合の状況

提出会社及び一部の連結子会社の労働組合は、レナウン労働組合としてUIゼンセン同盟に加盟し

ております。

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

　　当上半期の日本経済におきましては、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界経済混乱の

影響を受け、企業収益の悪化や設備投資にも減速感が見られ、個人消費については、原油高によるガ

ソリン価格の高騰などもあり、総じて低調に推移いたしました。

当アパレル業界におきましても、生活防衛意識の高まりにより、百貨店を中心に春夏物衣料販売

が低迷する等、アパレル消費には大変厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境の中、当社グループは、メンズ・レディス等の総合アパレルとして、百貨店、

ＧＭＳ、直営店を含めた全ての流通チャネルをそろえ、グループ全体の営業力の強化と経営効率の

追求を図り、将来に向けた新たな発展を目指してまいりました。

単体売上高は、「カナーリ」、「ケント＆カーウェン」、「トクコ・プルミエヴォル」、「ア　プラ

イマリー」、「アーノルドパーマータイムレス」など好調に推移したブランドはあったものの、

「ダーバン」、「アクアスキュータム」、「インターメッツォ」、「エンスウィート」、「シンプル

ライフ」等の基幹ブランドが低調に推移したことに加え、その他カジュアルブランド、ヤング・

キャリアブランドも低調に推移したことで当初予想は未達となりました。また、国内事業子会社や

アクアスキュータムロンドンも、総じて個人消費低迷の影響をうけ、当初予想を下回りました。この

ような状況により、連結売上高も当初予想は未達となりました。

この結果、当社グループにおける当中間連結会計期間の売上高は786億７千９百万円（前年同期

比7.0％減）、経常損失41億９千３百万円（前年同期は19億３千９百万円の経常損失）、中間純損失

40億５千７百万円（前年同期は30億９千９百万円の純損失）となりました。

また、単体におきましては、売上高388億９千３百万円（前年同期比8.5％減）、経常損失27億６千

８百万円（前年同期は13億７千８百万円の経常損失）、中間純損失23億８千４百万円（前年同期は

11億６千６百万円の純損失）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失33億６千７百万円を

計上したものの７億２千万円の減少（前年同期は１億１千７百万円の減少）となりました。その主な内訳

は売上債権の減少及び法人税等の支払等によるものであります。

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、４億９百万円の減少（前年同期は13億７千９

百万円の減少）となりました。その主な内訳は貸付による支出等によるものであります。

　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　　　当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、３億５千１百万円の減少（前年同期は３億円

の減少）となりました。その主な内訳は借入金の返済等によるものであります。

 

　　　　　以上のような結果、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、232億５千万円となり、期首

に比べて17億１百万円減少しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

 

事業部門

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

衣服等繊維製品事業 11,795 99.0

(注) １　金額は製造原価によっております。

２　上記金額には、消費税等は含んでおりません。

 

(2) 受注状況

当社グループは受注による生産は行っておりません。

 

(3) 販売実績

 

事業部門

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

金額(百万円) 前年同期比(％)

衣服等繊維製品事業 75,664 92.9

衣服等繊維製品関連事業 623 68.5

その他の事業 2,391 105.0

合計 78,679 93.0

(注) １　「その他の事業」は、店舗等の設計、デザイン、施工管理等の売上高であります。

２　上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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３ 【対処すべき課題】

　　　当社グループは、中長期的な経営戦略として「磐石な収益基盤の確立」並びに「経営管理体制の更なる改善と

強化」の実現を当面の課題としております。

加えて、ライフスタイル、マーケットの多様化に対応すべく、徹底したマーケティングマネジメントを実践

し、ブランドポートフォリオを今一度見直すとともに、将来の成長に向け長期的視点に立った新規ブランド、

チャネル戦略を推進してまいります。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

５ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設、除却等の計画

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

 

(2) 重要な設備計画の完了

 

会社名

事業所名

（所在地）

 

事業部門の名称

 

設備の内容

投資額

(百万円)

 

完了年月

㈱レナウン
本社他（東京都

品川区他）
衣服等繊維製品事業 売場設備改修等 391

平成20年３月

～８月

（注）　上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,614,501 47,614,501
東京証券取引所
（市場第一部）

株主として権利内容に制限の
ない、標準となる株式

計 47,614,501 47,614,501― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年８月31日 － 47,614,501 － 15,005 ― 3,751
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(5) 【大株主の状況】

平成20年８月31日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

SPICA投資事業有限責任組合東京都港区南麻布１丁目１番４号 102,987 21.63

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 17,855 3.75

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 16,227 3.41

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 12,106 2.54

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 11,799 2.48

ビービーエイチ　ルクス　フイ
デリテイ　フアンズ　パシフイ
ツク　フアンド
（常任代理人　株式会社三菱東
京UFJ銀行）

KANSALLIS HOUSE, PLACE DE L’ETOILE,
L-1021 LUXEMBOURG

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号）
9,482 1.99

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 9,178 1.93

シービーエヌワイ　デイエフエイ　
インターナショナル　キャップ　バ
リュー　ポートフォリオ

（常任代理人　シティバンク銀
行株式会社）

1299 OCEAN AVENUE, 11F, SANTA MONICA,CA

90401 USA

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）

7,229 1.52

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４G）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 6,438 1.35

ニシキ株式会社 大阪府大阪市中央区釣鐘町１丁目４番６号 6,125 1.29

計 ― 199,427 41.88

(注)　１　所有株式数は、百株未満を切り捨てて表示しております。

　　　２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の信託業務に係

る株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

　　　　３　当中間期末現在、主要株主であったSPICA投資事業有限責任組合は、平成20年９月５日に主要株主でなくな

り、SPICA２号投資事業組合が主要株主となっております。この主要株主の異動に伴い、平成20年９月

９日に臨時報告書を提出しています。

　　　　４　次の法人から、当中間期中に大量保有報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けて

おりますが、当中間期末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記

「大株主の状況」では考慮しておりません。

 

氏名又は名称

 

住所
所有株式数

（百株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合　(％)

中央三井アセット信託銀

行株式会社
東京都港区芝３丁目23番１号 12,318 2.59

中央三井アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝３丁目23番１号 994 0.21
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年８月31日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

118,900
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

46,922,800
469,228 同上

単元未満株式
普通株式

572,801
― 同上

発行済株式総数 47,614,501― ―

総株主の議決権 ― 469,228 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,200株(議決権42個)

含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が　40株含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己保有株式が次のとおり含まれております。

　　　　　　自己保有株式　　株式会社レナウン　９株

　　　 

② 【自己株式等】

平成20年８月31日現
在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の合計
(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

（自己保有株式）
株式会社レナウン

東京都品川区西五反
田
8丁目8番20号

118,900― 118,900 0.25

計 ― 118,900― 118,900 0.25

(注)　このほか、株主名簿上は旧株式会社レナウン名義となっていますが、実質的に所有していない株式が期末日

現在100株、株主名簿上は株式会社ダーバン名義となっていますが、実質的に所有していない株式が期末日

現在100株あります。
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

 

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 429 443 375 368 366 369

最低(円) 347 352 336 285 252 300

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

　（1）退任役員

役員 職名 氏名 退任年月日

取締役  川　島　隆　明 平成20年11月７日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　　なお、前中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　　なお、前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年３月１

日から平成19年８月31日まで)及び前中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の

中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結

会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から

平成20年８月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人

により中間監査を受けております。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任

監査法人となりました。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

 

  
前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  29,323 23,652 25,217 

２　受取手形及び売掛金 ※５ 17,709 17,124 19,728 

３　有価証券  200  203  201  

４　たな卸資産  24,181 23,763 22,823 

５　その他  7,146  6,309  6,748  

　　貸倒引当金  △1,609  △1,346  △1,719  

流動資産合計  76,95265.1 69,70665.1 73,00065.1

Ⅱ　固定資産        

(1) 有形固定資産 ※１       

１　建物及び構築物 ※２ 9,971  8,693  9,109  

２　土地 ※２ 10,302 10,240 10,240 

３　その他  2,569  2,212  2,273  

有形固定資産合計  22,843 21,147 21,623 

(2) 無形固定資産        

１　のれん ※４ 452  336  394  

２　その他  1,910  1,820  1,876  

無形固定資産合計  2,362  2,157  2,271  

(3) 投資その他の資産        

１　投資有価証券 ※２ 6,908  5,253  6,183  

２　その他  9,662  9,117  9,448  

　　貸倒引当金  △497  △334  △335  

投資その他の資産
合計

 16,073 14,037 15,296 

固定資産合計  41,27934.9 37,34234.9 39,19134.9

資産合計  118,232100.0 107,048100.0 112,192100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末

(平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形及び買掛金 ※５ 18,137 17,323 17,463 

２　短期借入金 ※２ 1,574  11,618 1,718  

３　１年以内返済予定
　　長期借入金

※２ 14,145 1,815  11,894 

４　未払費用  6,299  6,309  5,620  

５　返品調整引当金  1,479  1,304  1,482  

６　賞与引当金  823  718  543  

７　構造改革費用引当金  －  955  2,563  

８　その他  2,294  2,011  2,830  

流動負債合計  44,75437.9 42,05739.3 44,11539.3

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※２ 3,443  4,682  4,787  

２　退職給付引当金  8,629  8,865  8,682  

３　役員退職慰労引当金

４　構造改革費用引当金
 

754

－
 

518

1,750
 

814

－
 

５　その他  1,108  706  797  

固定負債合計  13,93611.7 16,52215.4 15,08113.5

負債合計  58,69049.6 58,57954.7 59,19752.8

        

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  15,005 15,005 15,005 

２　資本剰余金  19,514 19,514 19,514 

３　利益剰余金  14,518 5,469  9,530  

４　自己株式  △105  △120  △110  

株主資本合計  48,93241.4 39,86837.3 43,93939.2

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券
　　評価差額金

 169  △604  △297  

２　繰延ヘッジ損益  △6  5  △298  

３　為替換算調整勘定  402  △953  △453  

評価・換算差額等
合計

 564 0.5 △1,552△1.5 △1,049△1.0

Ⅲ　少数株主持分  10,0448.5 10,1539.5 10,1049.0

純資産合計  59,54150.4 48,46945.3 52,99447.2

負債純資産合計  118,232100.0 107,048100.0 112,192100.0
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② 【中間連結損益計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の

要約連結損益計算書
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   84,620100.0  78,679100.0  175,613100.0

Ⅱ　売上原価   47,73656.4  45,65858.0  99,53756.7

売上総利益   36,88443.6  33,02042.0  76,07543.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費           

１　宣伝費  3,500   3,329   7,305   

２　従業員給料  15,650   15,749   31,081   

３　賞与引当金繰入額  728   634   502   

４　福利厚生費  3,397   3,236   6,718   

５　その他  15,68338,95946.114,47937,43047.632,61178,21844.5

営業損失   2,075△2.5  4,409△5.6  2,142△1.2

Ⅳ　営業外収益           

１　受取利息  170   80   332   

２　受取配当金  152   280   180   

３　受取地代及び家賃  227   366   486   

４　持分法による投資利益  114   －   2   

５　その他  243 909 1.1 202 930 1.2 400 1,4010.8

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  316   296   630   

２　固定資産除却損  91   67   227   

３　退職給付費用  170   186   256   

４　持分法による投資損失  －   65   －   

５　その他  195 773 0.9 99 714 0.9 266 1,3800.8

経常損失   1,939△2.3  4,193△5.3  2,121△1.2

Ⅵ　特別利益           

１　固定資産売却益 ※１ 164   318   2,290   

２　投資有価証券売却益  39   －   390   

３　関係会社株式売却益  －   163   －   

４　構造改革費用戻入益  －   606   －   

５　役員退職慰労引当金戻入益  － 203 0.2 60 1,1491.4 － 2,6801.5

Ⅶ　特別損失           

１　減損損失 ※２ －   13   1,019   

２　投資有価証券評価損  －   212   －   

３　関係会社株式売却損  －   7   －   

４　貸倒引当金繰入  148   －   776   

５　構造改革費用 ※３ －   －   4,617   

６　その他 ※４ 56 205 0.2 89 322 0.4 169 6,5833.7

税金等調整前
中間(当期)純損失

  1,940△2.3  3,367△4.3  6,024△3.4

法人税、住民税
及び事業税

 755   457   1,420   

法人税等調整額  30 786 0.9 20 478 0.6 23 1,4440.8

少数株主利益   373 0.5  210 0.3  619 0.4

中間(当期)純損失   3,099△3.7  4,057△5.2  8,087△4.6
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

 

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 15,005 35,437 1,201 △95 51,549

中間連結会計期間中の変動額      

　資本剰余金から利益剰余金への
振替

 △15,923 15,923  －

　役員賞与   △0  △0

　中間純損失(△)   △3,099  △3,099

　在外関係会社(前期)に係る
　剰余金調整額

  527  527

連結範囲の変更に伴う減少高   △33  △33

自己株式の取得    △10 △10

　株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

－ △15,923 13,316 △10 △2,616

平成19年８月31日残高(百万円) 15,005 19,514 14,518 △105 48,932

 

 

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 591 △55 374 910 9,788 62,248

中間連結会計期間中の変動額       

資本剰余金から利益剰余金への
振替

     －

　役員賞与      △0

　中間純損失(△)      △3,099

　在外関係会社(前期)に係る
　剰余金調整額

  △527 △527  －

連結範囲の変更に伴う減少高      △33

自己株式の取得      △10

　株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額)

△422 48 555 181 256 438

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△422 48 27 △346 256 △2,706

平成19年８月31日残高(百万円) 169 △6 402 564 10,04459,541
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当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

 

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日残高(百万円) 15,005 19,514 9,530 △110 43,939

中間連結会計期間中の変動額      

　役員賞与   △0  △0

　中間純損失(△)   △4,057  △4,057

連結範囲の変更に伴う減少高   △3  △3

自己株式の取得    △9 △9

　株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額)

     

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

－ － △4,061 △9 △4,071

平成20年８月31日残高(百万円) 15,005 19,514 5,469 △120 39,868

 

 

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) △297 △298 △453 △1,049 10,10452,994

中間連結会計期間中の変動額       

　役員賞与      △0

　中間純損失(△)      △4,057

連結範囲の変更に伴う減少高      △3

自己株式の取得      △9

　株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額)

△306 303 △500 △503 48 △454

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△306 303 △500 △503 48 △4,525

平成20年８月31日残高(百万円) △604 5 △953 △1,552 10,15348,469
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日残高(百万円) 15,005 35,437 1,201 △95 51,549

連結会計年度中の変動額      

　資本剰余金から利益剰余金への
振替

 △15,923 15,923  －

　役員賞与   △0  △0

　当期純損失(△)   △8,087  △8,087

　在外関係会社(前期)に係る
　剰余金調整額

  527  527

連結範囲の変更に伴う減少高   △33  △33

自己株式の取得    △15 △15

　株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ △15,923 8,328 △15 △7,609

平成20年２月29日残高(百万円) 15,005 19,514 9,530 △110 43,939

 

 

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 591 △55 374 910 9,788 62,248

連結会計年度中の変動額       

資本剰余金から利益剰余金への
振替

     －

　役員賞与      △0

　当期純損失(△)      △8,087

　在外関係会社(前期)に係る
　剰余金調整額

  △527 △527  －

連結範囲の変更に伴う減少高      △33

自己株式の取得      △15

　株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額(純額)

△889 △243 △300 △1,432 316 △1,116

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△889 △243 △828 △1,960 316 △9,253

平成20年２月29日残高(百万円) △297 △298 △453 △1,049 10,10452,994
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

    

税金等調整前
中間(当期)純損失(△)

 △1,940 △3,367 △6,024

減価償却費  1,322 1,339 2,953

減損損失  － 13 1,019

貸倒引当金の増減額  1,101 △347 1,054

受取利息及び受取配当金  △323 △360 △512

支払利息  316 296 630

固定資産売却益  △164 △318 △2,290

固定資産除却損  91 67 227

投資有価証券売却益  △39 － △390

投資有価証券評価損  － 212 －

関係会社株式売却益  － △163 －

関係会社株式売却損  － 7 －

賞与引当金の増減額  189 175 △90

構造改革費用引当金の
増減額

 － 142 2,563

退職給付引当金の増減額  △15 208 59

売上債権の増減額  2,046 2,944 △112

たな卸資産の増減額  △1,384 △1,221 △165

仕入債務の増減額  350 △50 △667

その他流動資産の増減額  131 128 321

その他流動負債の増減額  △1,074 △119 △739

持分法による投資損益  △114 65 △2

その他  718 252 961

小計  1,211 △97 △1,204

利息及び配当金の受取額  411 378 594

利息の支払額  △316 △296 △630

法人税等の支払額  △1,423 △705 △2,217

営業活動による
キャッシュ・フロー

 △117 △720 △3,458
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前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

    

定期預金預入による支出  △216 △146 △370

定期預金満期到来による
収入

 33 74 56

有形固定資産の取得によ
る
支出

 △1,152 △627 △2,391

有形固定資産の売却によ
る
収入

 302 － 1,243

無形固定資産の取得によ
る
支出

 － － △532

無形固定資産の売却によ
る
収入

 － 324 1,251

投資有価証券の取得によ
る
支出

 △20 △3 △20

投資有価証券の売却によ
る
収入

 866 0 858

子会社株式の取得による
支出

 △3 △3 △39

連結の範囲の変更を伴う
子会社株式の売却による
収入

 － 214 －

貸付による支出  △1,329 △229 △1,852

貸付金の回収による収入  291 202 460

その他  △150 △213 46

投資活動による
キャッシュ・フロー

 △1,379 △409 △1,291
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前中間連結会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

    

短期借入金の増減額  △996 9,899 △827

長期借入れによる収入  1,464 238 4,755

長期借入金の返済による
支出

 △702 △10,421 △4,926

新規連結子会社設立に伴
う少数株主からの払込に
よる収入

 3 － 3

自己株式の取得による
支出

 △10 △9 △15

少数株主への配当金の
支払額

 △59 △58 △59

財務活動による
キャッシュ・フロー

 △300 △351 △1,068

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

 186 △219 △29

Ⅴ　現金及び現金同等物
　　の増減額

 △1,610 △1,701 △5,847

Ⅵ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

 30,781 24,951 30,781

Ⅶ　新規連結による現金及び現金
同等物の増加額

 17 － 17

Ⅷ　現金及び現金同等物
　　の中間期末(期末)残高

※１ 29,188 23,250 24,951

     

 

EDINET提出書類

株式会社レナウン(E00616)

半期報告書

26/89



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　連結の範囲に関する

事項

   

　(1) 連結子会社の数 51社

主要な会社名

㈱レリアン

平成19年３月１日付で、

㈱アイディディジャパン

は㈱レナウンと合併いた

しました。

なお、㈱アキコオガワデ

ザインスタジオ及び㈱プ

ロシードは新規設立のた

め、Kent & Curwen Ltd.

は重要性が増加したた

め、当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めて

おります。

49社

主要な会社名

㈱レリアン

アバン・アビリティ㈱は

㈱アバンと合併いたしま

した。

なお、㈱レナウンハート

フルサポートは新規設立

のため、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含

めております。

また、Kent & Curwen

Ltd.は株式を全部売却し

たことにより、連結の範

囲から除外しておりま

す。

なお、Kent & Curwen

Ltd.については売却時ま

での損益計算書を連結し

ております。

51社

主要な会社名

㈱レリアン

平成19年３月１日付で、

㈱アイディディジャパン

は㈱レナウンと合併いた

しました。

なお、㈱アキコオガワデ

ザインスタジオ及び㈱プ

ロシードは新規設立のた

め、Kent & Curwen Ltd.

は重要性が増加したた

め、当連結会計年度より

連結の範囲に含めており

ます。

 

　(2) 非連結子会社の数１社

Paul Bennet(HK)Ltd.

連結の範囲から除いた理

由

非連結子会社は、総資

産、売上高、中間純損

益及び利益剰余金(持

分に見合う額)等は、

中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼし

ていないためであり

ます。

１社

Paul Bennet(HK)Ltd.

連結の範囲から除いた理

由

同左

 

１社

Paul Bennet(HK)Ltd.

連結の範囲から除いた理

由

　非連結子会社は、総資

産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、連

結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないた

めであります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

２　持分法の適用に関す

る事項

   

　(1)持分法適用の関連

会社数

７社

主要な会社名

　㈱フレンチコネクショ

ンジャパン

平成19年３月28日付で、

㈱トミーヒルフィガー

ジャパンの株式を全部

売却したことにより、持

分法適用の範囲から除

外しております。

５社

主要な会社名

　東洋ソーイング㈱

 

㈱フレンチコネクショ

ンジャパンの株式を全

部売却したことにより、

持分法適用の範囲から

除外しております。

なお、㈱フレンチコネク

ションジャパンの中間

純損益については持分

相当額を認識しており

ます。

６社

主要な会社名

　㈱フレンチコネクショ

ンジャパン

平成19年３月28日付で、

㈱トミーヒルフィガー

ジャパンの株式を、平成

20年１月29日付で、D’

u r b a n  C h i n a

Distributions(B.V.

I.)Ltd.の株式を全部売

却したことにより、持分

法適用の範囲から除外し

ております。

なお、D’urban China

Distributions(B.V.

I.)Ltd.の当連結会計年

度の当期純損益について

は持分相当額を認識して

おります。

　(2)持分法非適用の非

連結子会社

Paul Bennet(HK)Ltd.

持分法を適用しない理

由

持分法非適用会社は、

中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ

全体としても重要性

がないため、持分法の

適用から除外してお

ります。

Paul Bennet(HK)Ltd.

持分法を適用しない理

由

同左

Paul Bennet(HK)Ltd.

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当

期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体と

しても重要性がないた

め、持分法の適用から

除外しております。

　(3)持分法適用会社の

中間決算日(決算

日)に関する事項

持分法適用会社のうち、

㈱レナウンユニフォー

ムの中間決算日は９月

末日、その他の会社は６

月末日であります。

同左 持分法適用会社のうち、

㈱レナウンユニフォーム

の決算日は３月末日、そ

の他の会社は12月末日で

あります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

３　連結子会社の中間決算

日(決算日)等に関す

る事項

連結子会社のうち、㈱レ

リアン、㈱アーデン、㈱

アバン、アバン・アビリ

ティ㈱、㈱インヴィテー

ション、㈱プロシード、

㈱宮之城レナウン、㈱

ローゼ、ブレードブレー

㈱、㈱アズール、㈱ダー

バン鹿児島ソーイング

及び海外子会社31社の

中間決算日は、６月末日

であります。

中間連結財務諸表の作

成に当っては、同日現在

の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引

については、連結上必要

な調整を行っておりま

す。

ただし、㈱ダーバン鹿児

島ソーイングは、中間連

結決算日現在で平成19

年３月１日から平成19

年８月31日までの期間

について、中間決算に準

じた仮決算を行った中

間財務諸表を基礎とし

ております。

連結子会社のうち、㈱レ

リアン、㈱アーデン、㈱

アバン、㈱インヴィテー

ション、㈱プロシード、

㈱宮之城レナウン、㈱

ローゼ、ブレードブレー

㈱、㈱アズール、㈱ダー

バン鹿児島ソーイング

及び海外子会社29社の

中間決算日は、６月末日

であります。

中間連結財務諸表の作

成に当っては、同日現在

の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引

については、連結上必要

な調整を行っておりま

す。

ただし、㈱ダーバン鹿児

島ソーイングは、中間連

結決算日現在で中間決

算に準じた仮決算を

行った中間財務諸表を

基礎としております。

連結子会社のうち、㈱レ

リアン、㈱アーデン、㈱

アバン、アバン・アビリ

ティ㈱、㈱インヴィテー

ション、㈱プロシード、

㈱宮之城レナウン、㈱

ローゼ、ブレードブレー

㈱、㈱アズール、㈱ダー

バン鹿児島ソーイング

及び海外子会社31社の

決算日は、12月末日であ

ります。

連結財務諸表の作成に

当っては、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重

要な取引については、連

結上必要な調整を行っ

ております。

ただし、㈱ダーバン鹿児

島ソーイングは、連結決

算日現在で本決算に準

じた仮決算を行った財

務諸表を基礎としてお

ります。

４　会計処理基準に関する

事項

(1)重要な資産の評価

基準及び評価方法
 
 ①有価証券

　その他有価証券

   

　　　　時価のあるもの 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

よる算定)によっており

ます。

同左 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法による

算定)によっておりま

す。

　　　　時価のないもの 移動平均法による原価

法によっております。

同左 同左

　　②デリバティブ 時価法によっておりま

す。

同左 同左

　　③たな卸資産 主に先入先出法による

原価法により評価して

おります。

同左 同左

EDINET提出書類

株式会社レナウン(E00616)

半期報告書

29/89



 

EDINET提出書類

株式会社レナウン(E00616)

半期報告書

30/89



 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(2)重要な減価償却資
産の減価償却の方
法

   

　　①有形固定資産 主として定率法を採用
しております。なお、平
成10年４月１日以降取
得した建物（建物附属
設備を除く）は、定額法
を採用しております。
耐用年数及び残存価額
については、法人税法に
規定する方法と同一の
基準によっております。
海外連結子会社は、見積
耐用年数に基づく定額
法を採用しております。
（会計方針の変更）
法人税法の改正((所
得税法等の一部を改正
する法律 平成19年３月
30日 法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部
を改正する政令 平成19
年３月30日 政令第83
号))に伴い、平成19年４
月１日以降に取得した
ものについては、改正後
の法人税法に基づく方
法に変更しております。
なお、この変更に伴う当
中間連結会計期間の損
益に与える影響は軽微
であります。

同左
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（追加情報）
法人税法の改正((所
得税法等の一部を改正
する法律 平成19年３月
30日 法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部
を改正する政令 平成19
年３月30日 政令第83
号))に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した
ものについては、償却可
能限度額まで償却が終
了した翌年から５年間
で均等償却する方法に
よっております。
なお、この変更に伴う当
中間連結会計期間の損
益に与える影響は軽微
であります。　

同左
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（会計方針の変更）
法人税法の改正((所
得税法等の一部を改正
する法律 平成19年３月
30日 法律第６号)及び
(法人税法施行令の一部
を改正する政令 平成19
年３月30日 政令第83
号))に伴い、平成19年４
月１日以降に取得した
ものについては、改正後
の法人税法に基づく方
法に変更しております。
なお、この変更に伴う当
連結会計年度の損益に
与える影響は軽微であ
ります。

　(3)重要な引当金の計
上基準

   

　　①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損
失に備えるため、一般債
権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権
等特定の債権について
は個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額
を計上しております。

同左 同左

　　②返品調整引当金 中間連結会計期間末日
後に予想される売上返
品による損失に対処す
るため、当社及び主たる
国内連結子会社は、過去
の返品率等を勘案した
将来の返品による損失
予想額を計上しており
ます。

同左 当連結会計年度末日後
に予想される売上返品
による損失に対処する
ため、当社及び主たる国
内連結子会社は、過去の
返品率等を勘案した将
来の返品による損失予
想額を計上しておりま
す。
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　　③賞与引当金
 
 
 
 
 
　　④構造改革費用引当
　　　金

従業員の賞与の支給に
備えるため、当社及び国
内連結子会社は、支給見
込額のうち当中間連結
会計期間の負担額を計
上しております。
────────

同左
 
 
 
 
 

ブランド統廃合を主と
する構造改革に係る損
失に備えるため、今後発
生が見込まれる費用に
ついて、合理的に見積ら
れる金額を計上してお
ります。

従業員の賞与の支給に
備えるため、当社及び国
内連結子会社は、支給見
込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上し
ております。

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　　⑤退職給付引当金 従業員の退職給付に備

えるため、当社及び主た

る国内連結子会社は、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連結

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法により、発生の連結

会計年度から費用処理

することとしておりま

す。

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間による定

額法により按分した額

をそれぞれの発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。

同左 従業員の退職給付に備

えるため、当社及び主た

る国内連結子会社は、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法により、発生の連結

会計年度から費用処理

することとしておりま

す。

数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間による定

額法により按分した額

をそれぞれの発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてお

ります。
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　　⑥役員退職慰労引当金 役員の退職金の支給に

備えるため、当社及び主

たる連結子会社は、内規

に基づく中間連結会計

期間末要支給額を計上

しております。

同左

 

 

 

 

 

（追加情報）

　当社は、従来、役員の退

職金の支給に備えて、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ましたが、平成20年５月

29日開催の定時株主総

会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃

止することが決議され

ました。同制度廃止に伴

い、定時株主総会の日以

前の在職期間分の役員

退職慰労金について、打

切り支給することとし

ました。

なお、支給の時期は、

各役員それぞれの退任

時としております。

役員の退職金の支給に

備えるため、当社及び主

たる連結子会社は、内規

に基づく連結会計年度

末要支給額を計上して

おります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(4)重要なリース取引

の処理方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。

同左 同左

　(5)重要なヘッジ会計

の方法

   

　　①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっ

ております。

為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務

については振当処理を

行っており、特例処理の

要件を満たす金利ス

ワップ及び金利キャッ

プ取引については特例

処理を行っております。

同左 同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

②ヘッジ手段とヘッ

ジ対象

   

　　　ａ　ヘッジ手段

 

デリバティブ取引(為替

予約取引、金利スワップ

及び金利キャップ取引)

同左 同左

　　　ｂ　ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務、予

定取引及び借入金

同左 同左

　　③ヘッジ方針 重要なデリバティブ取

引は、取締役会の決議事

項であります。為替変動

リスクを回避する目的

で行われる為替予約取

引及び金利変動リスク

を回避する目的で行わ

れる金利スワップ及び

金利キャップ取引につ

いては、経理部門で取引

を実行するとともに、取

引の残高状況を把握し、

管理しております。

同左 同左

④ヘッジ有効性評価

の方法

毎中間連結会計期間末

(連結会計年度末を含

む)に、個別取引毎の

ヘッジ効果を検証して

おりますが、為替予約取

引については、外貨建仕

入金額の円価と為替予

約の円価との変動比率

により相関関係を判断

し、金利スワップ及び金

利キャップ取引につい

ては、元本・利率・期間

等の条件が同一の場合

は、ヘッジ効果が極めて

高いことから本検証を

省略しております。

同左 毎連結会計年度末に、個

別取引毎のヘッジ効果

を検証しておりますが、

為替予約取引について

は、外貨建仕入金額の円

価と為替予約の円価と

の変動比率により相関

関係を判断し、金利ス

ワップ及び金利キャッ

プ取引については、元本

・利率・期間等の条件

が同一の場合は、ヘッジ

効果が極めて高いこと

から本検証を省略して

おります。

　(6)消費税等の会計処

理

税抜方式によっており

ます。

同左 同左

５　中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結

キャッシュ・フロー

計算書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・

フロー計算書における

資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到

来する短期投資から

なっております。

同左 連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到

来する短期投資から

なっております。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

28,196百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

29,492百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

28,970百万円

   

※２ 担保提供資産

銀行借入金(16,974百万円)

の担保に供している資産は、

次のとおりであります。

※２ 担保提供資産

銀行借入金(16,320百万円)

の担保に供している資産は、

次のとおりであります。

※２ 担保提供資産

銀行借入金(16,492百万円)

の担保に供している資産は、

次のとおりであります。

建物 4,126百万円

土地 6,590百万円

投資有価
証券(株式)

446百万円

　

建物 4,542百万円

土地 7,066百万円

投資有価
証券(株式)

239百万円

　

建物 4,065百万円

土地 6,557百万円

投資有価
証券(株式)

336百万円

　３　偶発債務 　３　偶発債務 　３　偶発債務

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

東洋ソーイ
ング㈱

15百万円

㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン

416百万円

計 431百万円

㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン

280百万円
㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン

345百万円

   

※４　のれん及び負ののれんの表示

　　　のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の

金額は次のとおりでありま

す。

のれん 1,397百万円

負ののれん 945百万円

　差引 452百万円

 

※５　　――――――――――

※４　のれん及び負ののれんの表示

　　　のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の

金額は次のとおりでありま

す。

のれん 945百万円

負ののれん 608百万円

　差引 336百万円

 

※５　中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理

しております。

　　　なお、当中間連結会計期間末日

が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれてお

ります。　　　

受取手形 109百万円

支払手形 367百万円

※４　のれん及び負ののれんの表示

　　　のれん及び負ののれんは、相殺

表示しております。相殺前の

金額は次のとおりでありま

す。

のれん 1,204百万円

負ののれん 810百万円

　差引 394百万円

 

※５　　――――――――――
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(中間連結損益計算書関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　固定資産売却益
　　　主として建物等の売却によるも

のであります。
 
 
※２　　――――――――――
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※１　固定資産売却益
　　　商標権の売却によるものであり

ます。
 
 
※２　減損損失
　　　当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計
上しております。

　(1)減損損失を認識した資産グルー
プ及び金額

場所 用途 種類
減損損失

(百万円)

埼玉県  1

件

店舗 建物 13

※１　固定資産売却益
主として建物、土地及び商標
権の売却によるものであり
ます。

 
※２　減損損失
　　　当連結会計年度において、当社グ

ループは以下の資産グループ
について減損損失を計上して
おります。

　(1)減損損失を認識した資産グルー
プ及び金額

場所 用途 種類

減損損

失

(百万

円)

東京都  2

件

その他  1

件

事 業

所

建物、構

築物、機

械装置、

工具器具

備 品 、

リース資

産

111

東京都 77

件

その他207

件

店舗 建物、構

築物、工

具器具備

品、その

他投資、

その他の

資産(長

期前払費

用)、リー

ス資産

908

　
 　(2)減損損失の認識に至った経緯

　　　継続的に営業損失を計上してお
り、かつ、将来キャッシュ・フ
ローの見積り総額が各資産の
帳簿価額を下回る資産グルー
プ及び地価の著しい下落また
は賃借料水準の著しい低下に
伴い収益性が著しく低下して
いる資産グループの帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として
特別損失に計上しておりま
す。

 

　(2)減損損失の認識に至った経緯
　　　継続的に営業損失を計上してお

り、かつ、将来キャッシュ・フ
ローの見積り総額が各資産の
帳簿価額を下回る資産グルー
プの帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減
損損失(177百万円)として、ま
た、ブランド統廃合を主とす
る構造改革を意思決定したこ
とに伴い、統廃合の対象とな
る資産の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額
を減損損失(842百万円)とし
て特別損失に計上しておりま
す。

 　(3)資産のグルーピングの方法
　　　継続的に収支の把握を行ってい

る事業部門を基礎としたグ
ルーピングをしております

　(3)資産のグルーピングの方法
同左
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前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

 　(4)回収可能価額の算定方法
　　　貸与資産等については正味売却

価額により、店舗については
使用価値により測定しており
ます。正味売却価額は不動産
鑑定評価に基づき、使用価値
は将来キャッシュ・フローに
基づき算定しております。な
お、割引前将来キャッシュ・
フローがマイナスであるため
割引率の記載を省略しており
ます。

　(4)回収可能価額の算定方法
同左

 
※３　　――――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
※４　　――――――――――
 

 
※３　　――――――――――
 
 
 
 
 
 
 
 
※４　　――――――――――　
 

 
※３　構造改革費用
　　　ブランド統廃合を主とする構造

改革に係る損失で、構造改革
費用引当金繰入額2,563百万
円、商品評価損1,756百万円、
返品調整引当金繰入額140百
万円、臨時償却158百万円で
あります。

 
※４　その他
　　　主として、事業統廃合等による

ものであります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 47,614,501 － － 47,614,501

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 70,567 10,786 － 81,353

（注）　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 47,614,501 － － 47,614,501

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 87,357 31,552 － 118,909

（注）　自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 47,614,501 － － 47,614,501

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 70,567 16,790 － 87,357

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 29,323百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△135百万円

現金及び現金同等
物

29,188百万円

現金及び預金勘定 23,652百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△401百万円

現金及び現金同等
物

23,250百万円

現金及び預金勘定 25,217百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△266百万円

現金及び現金同等
物

24,951百万円
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(リース取引関係)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高

相当額

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

中間
期末残
高
相当額

(百万
円)

建物及
び
構築物

520 324 116 79

機械装
置
及び
運搬具

1,195780 － 414

その他 2,3841,095－ 1,288

合計 4,0992,2011161,781

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

中間
期末残
高
相当額

(百万
円)

建物及
び
構築物

247 182 27 37

機械装
置
及び
運搬具

1,110711 4 394

その他 2,5421,101 9 1,431

合計 3,9001,99541 1,863

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

 
期末残
高
相当額

(百万
円)

建物及
び
構築物

408 266 133 8

機械装
置
及び
運搬具

1,160728 4 427

その他 2,8741,271 － 1,603

合計 4,4432,2661372,038

   

②未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

②未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

②未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期

末残高

未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 727百万円

１年超 1,215百万円

合計 1,943百万円

１年以内 619百万円

１年超 1,324百万円

合計 1,944百万円

１年以内 722百万円

１年超 1,480百万円

合計 2,203百万円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　　　　　　    42百万円

 

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　　　　　　    27百万円

 

リース資産減損勘定期末残高

59百万円

③支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

③支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 458百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

 

27百万円

減価償却費
相当額

390百万円

支払利息
相当額

39百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 442百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

 

27百万円

減価償却費
相当額

375百万円

支払利息
相当額

36百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 937百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

 

43百万円

減価償却費
相当額

813百万円

支払利息
相当額

77百万円

減損損失 39百万円
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前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

④減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

④減価償却費相当額の算定方法

 同左

④減価償却費相当額の算定方法

 同左

   

⑤利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法に

よっております。

⑤利息相当額の算定方法

 同左

⑤利息相当額の算定方法

 同左

 

 

 

 

 

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

１年以内 1,677百万円

１年超 15,697百万円

合計 17,375百万円

１年以内 1,518百万円

１年超 12,904百万円

合計 14,422百万円

１年以内 1,564百万円

１年超 14,149百万円

合計 15,714百万円
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間末(平成19年８月31日現在)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　株式 2,622 5,303 2,681

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 383

　非上場外国債券 200
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当中間連結会計期間末(平成20年８月31日現在)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　株式 2,407 3,519 1,111

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 1,491

　非上場外国債券 203

 

EDINET提出書類

株式会社レナウン(E00616)

半期報告書

46/89



 

前連結会計年度末(平成20年２月29日現在)

１　時価のある有価証券

 

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券    

　株式 2,611 4,213 1,601

 

２　時価評価されていない主な有価証券

 

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券  

　非上場株式 1,693

　非上場外国債券 201
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(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末(平成19年８月31日現在)

 

デリバティブ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はあり

ません。

 

 

当中間連結会計期間末(平成20年８月31日現在)

 

デリバティブ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はあり

ません。

 

 

前連結会計年度末(平成20年２月29日現在)

 

デリバティブ取引を行っておりますが、ヘッジ会計が適用されているため、該当事項はあり

ません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

「衣服等繊維製品事業」の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業

損失の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

「衣服等繊維製品事業」の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業

損失の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

「衣服等繊維製品事業」の売上高、営業損失及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営

業損失及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えているため、記

載を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める本国の割合が90％を超えているため、記載を省略してお

ります。

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める本国の割合が90％

を超えているため、記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

前連結会計年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

 
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり
純資産額

1,041円32銭

１株当たり
中間純損失

65円21銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益

１株当たり中間

純損失であり、ま

た潜在株式が存

在していないた

め、記載しており

ません。

１株当たり
純資産額

806円72銭

１株当たり
中間純損失

85円38銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益

１株当たり中間

純損失であり、ま

た潜在株式が存

在していないた

め、記載しており

ません。

１株当たり
純資産額

902円43銭

１株当たり
当期純損失

170円15銭

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

１株当たり当期

純損失であり、ま

た潜在株式が存

在していないた

め、記載しており

ません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

 

項目

前中間連結会計期間末

（平成19年８月31日）

当中間連結会計期間末

（平成20年８月31日）

前連結会計年度末

（平成20年２月29日）

中間連結貸借対照表

(連結貸借対照表)の純

資産の部の合計額(百

万円)

 

59,541

 

48,469

 

52,994

普通株式に係る純資産

額(百万円)

 

49,497

 

38,315

 

42,889

差額の主な内訳(百万

円)

　少数株主持分

 

10,044

 

10,153

 

10,104

普通株式の発行済株式

数(千株)

 

47,614

 

47,614

 

47,614

普通株式の自己株式数

(千株)

 

81

 

118

 

87

１株当たり純資産額の

算定に用いられた普通

株式の数(千株)

 

47,533

 

47,495

 

47,527

 

 

 

２　１株当たり中間(当期)純損失の算定上の基礎

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

中間連結損益
計算書(連結
損益計算書)
上の中間(当
期)純損失

( 百 万
円)

3,099 4,057 8,087

普通株主に帰
属しない金額

( 百 万
円)

― ― ―

普通株式に係
る中間(当期)
純損失

( 百 万
円)

3,099 4,057 8,087

普通株式の期
中平均株式数

　(株) 47,539,053 47,514,979 47,534,703
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(重要な後発事象)

 

 

　　　

前中間連結会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

―――――――――― 　当社は、平成20年10月15日開催の

取締役会において、期初より進めて

まいりましたブランド廃止等の構

造改革に伴い、希望退職者の募集を

行なうことを決定いたしました。

１　希望退職者の募集

　(1)理由

　　　ブランド廃止等の事業再編を行

なっており、その結果、余剰

人員の発生が見込まれるた

め、希望退職者の募集を行な

うものであります。

　(2)対象者

　　　社員

――――――――――

 　(3)募集人員

　　　300名

(4)募集時期

　　　平成20年12月１日～９日

　(5)退職日

　　　平成21年１月31日

(6)優遇措置

　　　規定の退職金に特別加算金を付

加

　　　転身支援会社による転身支援

サービス

２　損失見込額

　　　平成21年２月期に特別損失とし

て特別加算金等約18億円を計

上する見込みであります。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

 

  
前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金  8,500  7,287  8,751  

２　受取手形 ※５ 1,181  1,247  1,447  

３　売掛金  10,007 9,802  10,769 

４　たな卸資産  15,011 13,341 13,380 

５　短期貸付金  4,447  4,761  4,788  

６　その他  2,642  2,530  2,706  

　貸倒引当金  △1,786  △2,340  △2,572  

流動資産合計  40,00345.9 36,63147.2 39,27148.2

Ⅱ　固定資産        

(1)　有形固定資産 ※１       

１　建物 ※２ 5,237  4,285  4,467  

　２　構築物  75  65  69  

　３　機械及び装置  49  37  37  

　４　車両運搬具  0  0  0  

　５　工具、器具及び

　備品
 1,130  788  789  

　６　土地 ※２ 6,284  6,255  6,255  

有形固定資産合計  12,777 11,432 11,619 

(2)　無形固定資産        

１　のれん  249  191  220  

２　商標権  209  197  204  

３　ソフトウエア  37  23  30  

４　その他  134  134  134  

無形固定資産合計  631  546  589  

(3)　投資その他の資産        

　１　投資有価証券 ※２ 2,874  3,247  3,759  

　２　関係会社株式 ※２ 26,459 21,874 22,170 

　３　出資金  18  18  18  

　４　関係会社出資金  678  602  602  

　５　長期貸付金  542  517  512  

　６　その他  3,591  3,165  3,329  

　　　貸倒引当金  △416  △411  △412  

投資その他の資産
合計

 33,749 29,013 29,980 

固定資産合計  47,15854.1 40,99352.8 42,19051.8

資産合計  87,161100.0 77,624100.0 81,461100.0
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前中間会計期間末

(平成19年８月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

１　支払手形 ※５ 5,263  4,887  4,936  

２　買掛金  4,486  3,809  4,373  

３　短期借入金 ※２ ―  10,324 400  

４　１年以内返済予定

長期借入金
※２ 14,036 1,760  11,750 

５　未払費用  2,977  3,336  3,131  

６　未払法人税等  239  176  218  

７　未払消費税等 ※４ 78  151  49  

８　繰延税金負債  ―  12  ―  

９　返品調整引当金  1,313  1,138  1,298  

10　賞与引当金  157  97  150  

11　構造改革費用引当金  ―  955  2,563  

12　その他  1,997  2,016  2,705  

流動負債合計  30,54935.0 28,66436.9 31,57738.8

Ⅱ　固定負債        

１　長期借入金 ※２ 1,200  2,327  2,650  

２　関係会社長期借入金  17,055 17,055 17,055 

３　繰延税金負債  299  15  133  

４　退職給付引当金  3,602  3,790  3,666  

５　役員退職慰労引当金  180  75  210  

６　構造改革費用引当金  ―  1,750  ―  

７　その他  320  357  328  

固定負債合計  22,65826.0 25,37132.7 24,04429.5

負債合計  53,20761.0 54,03669.6 55,62168.3

(純資産の部)        

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  15,005 15,005 15,005 

２　資本剰余金        

(1) 資本準備金  3,751  3,751  3,751  

(2) その他資本剰余

金
 16,040 16,040 16,040 

資本剰余金合計  19,791 19,791 19,791 

３　利益剰余金        

(1) その他利益剰余

金
       

繰越利益剰余金  △1,166  △11,129 △8,744  

利益剰余金合計  △1,166  △11,129 △8,744  

４　自己株式  △105  △120  △110  

株主資本合計  33,52438.5 23,54730.3 25,94231.8

Ⅱ　評価・換算差額等        

１　その他有価証券
　　評価差額金

 435  16  194  

２　繰延ヘッジ損益  △6  24  △296  

評価・換算差額等
合計

 429 0.5 40 0.1 △102△0.1
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純資産合計  33,95339.0 23,58730.4 25,84031.7

負債純資産合計  87,161100.0 77,624100.0 81,461100.0
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② 【中間損益計算書】

 

  
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   42,489100.0  38,893100.0  89,768100.0

Ⅱ　売上原価   22,91953.9  22,11556.9  49,16354.8

　　　売上総利益   19,57046.1  16,77743.1  40,60445.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費   21,01749.5  19,87051.1  42,34947.1

営業損失   1,447△3.4  3,093△8.0  1,745△1.9

Ⅳ　営業外収益           

　１　受取利息  45   39   95   

　２　受取配当金  319   376   330   

　３　関係会社経営指導料  205   154   550   

４　その他  293 863 2.0 496 1,0672.8 628 1,6041.8

Ⅴ　営業外費用           

１　支払利息  541   526   1,072   

　２　その他  252 794 1.8 216 742 1.9 459 1,5321.8

経常損失   1,378△3.2  2,768△7.1  1,673△1.9

Ⅵ　特別利益           

　１　固定資産売却益 ※１ ―   318   2,137   

　２　投資有価証券売却益  530   ―   1,399   

　３　関係会社株式売却益  ―   11   ―   

　４　ゴルフ会員権売却益  ―   ―   3   

　５　抱合せ株式消滅差益  357   ―   357   

　６　構造改革費用戻入益  ―   606   ―   

　７　役員退職慰労引当金
　　　戻入益

 ― 887 2.1 60 997 2.5 ― 3,8984.3

Ⅶ　特別損失           

１　減損損失 ※２ ―   ―   857   

２　投資有価証券評価損  ―   210   ―   

３　関係会社株式売却損  ―   49   ―   

４　関係会社株式等
評価損

 542   104   4,511   

５　貸倒引当金繰入  16   192   807   

６　構造改革費用 ※３ ―   ―   4,617   

 ７　その他  91 650 1.5 32 589 1.5 125 10,91912.1

税引前中間(当期)
純損失

  1,141△2.6  2,360△6.1  8,694△9.7

法人税、住民税
及び事業税

 25 25 0.1 24 24 0.0 50 50 0.0

中間(当期)純損失   1,166△2.7  2,384△6.1  8,744△9.7
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 15,005 3,751 31,963 35,714

中間会計期間中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への

振替
  △15,923 △15,923

　中間純損失(△)     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

    

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― △15,923 △15,923

平成19年８月31日残高(百万円) 15,005 3,751 16,040 19,791

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) △15,923 △15,923 △95 34,701

中間会計期間中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への

振替
15,923 15,923  ―

　中間純損失(△) △1,166 △1,166  △1,166

　自己株式の取得   △10 △10

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

    

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

14,756 14,756 △10 △1,176

平成19年８月31日残高(百万円) △1,166 △1,166 △105 33,524

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 800 ― 800 35,502

中間会計期間中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への振

替
   ―

　中間純損失(△)    △1,166

　自己株式の取得    △10

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△364 △6 △371 △371
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中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△364 △6 △371 △1,548

平成19年８月31日残高(百万円) 435 △6 429 33,953
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当中間会計期間(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成20年２月29日残高(百万円) 15,005 3,751 16,040 19,791

中間会計期間中の変動額     

　中間純損失(△)     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

    

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ―

平成20年８月31日残高(百万円) 15,005 3,751 16,040 19,791

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成20年２月29日残高(百万円) △8,744 △8,744 △110 25,942

中間会計期間中の変動額     

　中間純損失(△) △2,384 △2,384  △2,384

　自己株式の取得   △9 △9

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純額）

    

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△2,384 △2,384 △9 △2,394

平成20年８月31日残高(百万円) △11,129 △11,129 △120 23,547

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

平成20年２月29日残高(百万円) 194 △296 △102 25,840

中間会計期間中の変動額     

　中間純損失(△)    △2,384

　自己株式の取得    △9

　株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△178 321 142 142

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△178 321 142 △2,252

平成20年８月31日残高(百万円) 16 24 40 23,587
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前事業年度の株主資本等変動計算書(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

 

 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年２月28日残高(百万円) 15,005 3,751 31,963 35,714

事業年度中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への

振替
  △15,923 △15,923

　当期純損失(△)     

　自己株式の取得     

　株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
    

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △15,923 △15,923

平成20年２月29日残高(百万円) 15,005 3,751 16,040 19,791

 

 

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年２月28日残高(百万円) △15,923 △15,923 △95 34,701

事業年度中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への

振替
15,923 15,923  ―

　当期純損失(△) △8,744 △8,744  △8,744

　自己株式の取得   △15 △15

　株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
    

事業年度中の変動額合計(百万円) 7,179 7,179 △15 △8,759

平成20年２月29日残高(百万円) △8,744 △8,744 △110 25,942
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評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

平成19年２月28日残高(百万円) 800 ― 800 35,502

当事業年度中の変動額     

　資本剰余金から利益剰余金への振

替
   ―

　当期純損失(△)    △8,744

　自己株式の取得    △15

　株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△605 △296 △902 △902

当事業年度中の変動額合計
(百万円)

△605 △296 △902 △9,662

平成20年２月29日残高(百万円) 194 △296 △102 25,840
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準及び

評価方法

(1)有価証券

　①子会社株式及び

　　関連会社株式

　②その他有価証券

　　時価のあるもの

 

 

 

 

 

　　時価のないもの

 

(2)デリバティブ

　

(3)たな卸資産

 

 

 

移動平均法による原価

法によっております。

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法による算定）によっ

ております。

移動平均法による原価

法によっております。

時価法によっておりま

す。

主に先入先出法による

原価法によっておりま

す。

なお、たな卸資産の一部

について、売却可能価額

まで評価替を実施して

おります。

 

 

 

同左

 

同左

 

 

 

 

 

 

同左

 

同左

 

同左

 

 

 

同左

 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法による算

定）によっております。

 

同左

 

同左

 

同左

 

 

 

 

 

 

２　固定資産の減価償却

の方法

(1)有形固定資産

 

 

 

 

 

定率法を採用しており

ます。なお、平成10年４

月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除

く）については、定額法

を採用しております。

耐用年数及び残存価額

については、法人税法に

規定する方法と同一の

基準によっております。

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月

30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83

号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した

ものについては、改正後

の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　なお、この変更に伴う

当中間会計期間の損益

に与える影響は軽微で

あります。

 

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法

律第６号)及び(法人税法

施行令の一部を改正する

政令 平成19年３月30日 

政令第83号))に伴い、平

成19年３月31日以前に取

得したものについては、

償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法に

よっております。

　なお、この変更に伴う当

中間会計期間の損益に与

える影響は軽微でありま

す。

 

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更）

法人税法の改正((所

得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月

30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83

号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した

ものについては、改正後

の法人税法に基づく方

法に変更しております。

　なお、この変更に伴う

当事業年度の損益に与

える影響は軽微であり

ます。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

(2)無形固定資産

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　(3)長期前払費用

定額法を採用しており

ます。

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準に

よっております。

ただし、ソフトウエア

（自社利用）について

は、社内における利用可

能期間（５年）に基づ

く定額法によっており

ます。

定額法によっておりま

す。

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

３　引当金の計上基準    

　(1) 貸倒引当金

 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権について

は個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

同左 同左

 

 

 

 

 

 

 

　(2) 返品調整引当金 中間会計期間末日後に

予想される売上返品に

よる損失に対処するた

め、過去の返品率等を勘

案した将来の返品によ

る損失予想額を計上し

ております。

同左 事業年度末日後に予想

される売上返品による

損失に対処するため、過

去の返品率等を勘案し

た将来の返品による損

失予想額を計上してお

ります。

　(3) 賞与引当金

 

 

 

 

　(4) 構造改革費用引当

金

 

従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

のうち当中間会計期間

の負担額を計上してお

ります。

─────

同左

 

 

 

 

ブランド統廃合を主と

する構造改革に係る損

失に備えるため、今後発

生が見込まれる費用に

ついて、合理的に見積ら

れる金額を計上してお

ります。

 

従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

のうち当期の負担額を

計上しております。

 

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

　(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務

の見込額に基づき、当中

間会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法により、発生の事業

年度から費用処理する

こととしております。

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年

数による定額法により

按分した額をそれぞれ

の発生の翌事業年度か

ら費用処理することと

しております。

同左 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務

の見込額に基づき、当事

業年度末において発生

していると認められる

額を計上しております。

なお、会計基準変更時差

異については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。

また、過去勤務債務は、

発生時における従業員

の平均残存勤務期間以

内の一定年数による定

額法により、発生の事業

年度から費用処理する

こととしております。

数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年

数による定額法により

按分した額をそれぞれ

の発生の翌事業年度か

ら費用処理することと

しております。
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　(6) 役員退職慰労引当

金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を

計上しております。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

 

（追加情報）

当社は、従来、役員の退

職金の支給に備えて、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ましたが、平成20年５月

29日開催の定時株主総

会終結の時をもって役

員退職慰労金制度を廃

止することが決議され

ました。同制度廃止に伴

い、定時株主総会の日以

前の在職期間分の役員

退職慰労金について、打

ち切り支給することと

しました。

　なお、支給の時期は、各

役員それぞれの退任時

としております。

役員の退職金の支給に

備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上

しております。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

４　リース取引の処理

　　方法

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります

同左 同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

５　ヘッジ会計の方法

　(1)ヘッジ会計の方法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　(2)ヘッジ手段とヘッジ

対象

　　①ヘッジ手段

 

 

　　②ヘッジ対象

 

(3)ヘッジ方針

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　(4)ヘッジ有効性評価の

方法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６　消費税等の会計処理

 

繰延ヘッジ処理によっ

ております。

為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務

については振当処理を

行っており、特例処理の

要件を満たす金利ス

ワップ及び金利キャッ

プ取引については特例

処理を行っております。

 

 

デリバティブ取引（為

替予約取引、金利スワッ

プ及び金利キャップ取

引）

外貨建金銭債権債務及

び借入金

重要なデリバティブ取

引は、取締役会の決議事

項であります。為替変動

リスクを回避する目的

で行われる為替予約取

引及び金利変動リスク

を回避する目的で行わ

れる金利スワップ及び

金利キャップ取引につ

いては、経理部門で取引

を実行するとともに、取

引の残高状況を把握し、

管理しております。

毎中間会計期間末（事

業年度末を含む）に、個

別取引毎のヘッジ効果

を検証しておりますが、

為替予約取引について

は、外貨建仕入金額の円

価と為替予約の円価と

の変動比率により相関

関係を判断し、金利ス

ワップ及び金利キャッ

プ取引については、元本

・利率・期間等の条件

が同一の場合は、ヘッジ

効果が極めて高いこと

から本検証を省略して

おります。

税抜方式によっており

ます。

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

同左

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左

 

 

同左

 

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

毎事業年度末に、個別取

引毎のヘッジ効果を検

証しておりますが、為替

予約取引については、外

貨建仕入金額の円価と

為替予約の円価との変

動比率により相関関係

を判断し、金利スワップ

及び金利キャップ取引

については、元本・利率

・期間等の条件が同一

の場合は、ヘッジ効果が

極めて高いことから本

検証を省略しておりま

す。

 

同左
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

 
前中間会計期間末
(平成19年８月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

16,678百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

16,553百万円

※１　有形固定資産減価償却累計額

16,254百万円

   

※２　担保提供資産 ※２　担保提供資産 ※２　担保提供資産

 銀行借入金（14,698百万

円）の担保に供している資

産は、次のとおりでありま

す。

 銀行借入金（13,973百万

円）の担保に供している資

産は、次のとおりでありま

す。

 銀行借入金（14,312百万

円）の担保に供している資

産は、次のとおりでありま

す。

建物 2,563百万円

土地 4,816百万円

投資有価証券 446百万円

関係会社株式 1,533百万円

建物 3,050百万円

土地 5,325百万円

投資有価証券 239百万円

関係会社株式 1,541百万円

建物 2,521百万円

土地 4,816百万円

投資有価証券 336百万円

関係会社株式 1,537百万円

   

３　偶発債務 ３　偶発債務 ３　偶発債務

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

　　 下記の会社の借入金等に対

し、次の債務保証を行って

おります。

東洋ソーイ
ング㈱

15百万円

㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン

416百万円

㈱ダーバン
宮崎ソーイ
ング

110百万円

計 541百万円

㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン 280百万円

㈱フレンチ
コネクショ
ンジャパン

345百万円

㈱ダーバン
宮崎ソーイ
ング

25百万円

計 370百万円

   

※４　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費

税等として表示しており

ます。

※５　　　───────

 

 

※４　消費税等の取扱い

同左

 

 

 

※５　中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理して

おります。

　　　なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期

手形が、中間会計期間末残高

に含まれております。　　　

受取手形 293百万円

支払手形 292百万円

※４　　　───────

 

 

 

 

※５　　　───────
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(中間損益計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

※１　　　─────── ※１　固定資産売却益

　　　商標権の売却によるものであり

ます。

※１　固定資産売却益

　　　主として、建物、土地及び商標権

の売却によるものでありま

す。

※２　　　───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２　　　───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損

損失を計上しております。

　(1)減損損失を認識した資産グルー

プ及び金額

場所 用途 種類

減損損

失

(百万

円)

東京都 67

件

その他183

件

店舗 建物、構

築物、工

具器具備

品、長期

前 払 費

用、リー

ス資産

774

東京都  1

件

 

事 業

所

工具器具

備品

83

　(2)減損損失の認識に至った経緯

　　　継続的に営業損失を計上してお

り、かつ、将来キャッシュ・フ

ローの見積り総額が各資産の

帳簿価額を下回る資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減

損損失(15百万円)として、ま

た、ブランド統廃合を主とす

る構造改革を意思決定したこ

とに伴い、統廃合の対象とな

る資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(842百万円)とし

て特別損失に計上しておりま

す。

　(3)資産のグルーピングの方法

　　　継続的に収支の把握を行ってい

る事業部門を基礎としたグ

ルーピングをしております。
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前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

  　(4)回収可能価額の算定方法

　　　使用価値により測定しておりま

す。使用価値は将来キャッ

シュ・フローに基づき算定し

ております。なお、割引前将来

キャッシュ・フローがマイナ

スであるため割引率の記載を

省略しております。

※３　　　─────── ※３　　　─────── ※３　構造改革費用

　　　ブランド統廃合を主とする構造

改革に係る損失で、構造改革

費用引当金繰入額2,563百万

円、商品評価損1,756百万円、

返品調整引当金繰入額140百

万円、臨時償却158百万円であ

ります。

４　減価償却実施額

有形固定資産 587百万円

無形固定資産 52百万円

合計 640百万円

４　減価償却実施額

有形固定資産 546百万円

無形固定資産 51百万円

合計 597百万円

　４　減価償却実施額

有形固定資産 1,432百万円

無形固定資産 105百万円

合計 1,537百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 70,567 10,786 － 81,353

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 87,357 31,552 － 118,909

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 70,567 16,790 － 87,357

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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(リース取引関係)

 
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間

期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高

相当額

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

中間
期末残
高
相当額

(百万
円)

建物 504 313 116 75

機械及
び装置

145 89 － 55

工具 、
器具及
び備品

1,256555 － 701

ソフト
ウエア

445 161 － 284

合計 2,3521,1191161,116

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

中間
期末残
高
相当額

(百万
円)

建物 238 175 27 34

機械及
び装置

134 90 － 44

工具 、
器具及
び備品

1,065566 9 490

ソフト
ウエア

469 239 － 230

合計 1,9081,07236 798

 

取得価
額相当
額
 
(百万
円)

減価償
却累計
額
相当額

(百万
円)

減損損
失累計
額
相当額

(百万
円)

期末残
高
相当額

 
(百万
円)

建物 392 255 133 4

機械及
び装置

134 79 － 54

工具 、
器具及
び備品

1,252668 － 583

ソフト
ウエア

469 208 － 260

合計 2,2491,212133 903

   

②未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

②未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高

未経過リース料中間期末残高

相当額

②未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期

末残高

未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 483百万円

１年超 773百万円

合計 1,256百万円

１年以内 325百万円

１年超 532百万円

合計 858百万円

１年以内 409百万円

１年超 634百万円

合計 1,043百万円

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　　　　　　　　42百万円

 

　　リース資産減損勘定中間期末残

高　　　　　　　　　24百万円

 

　　リース資産減損勘定期末残高

54百万円

 

③支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

③支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失

③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 301百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

27百万円

減価償却費
相当額

245百万円

  

支払利息
相当額

32百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 258百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

26百万円

減価償却費
相当額

205百万円

  

支払利息
相当額

22百万円

減損損失 －百万円

支払リース料 578百万円

リース資産減
損勘定の取崩
額

43百万円

減価償却費
相当額

477百万円

  

支払利息
相当額

58百万円

減損損失 35百万円
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前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

④減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

④減価償却費相当額の算定方法

 同左

 

 

④減価償却費相当額の算定方法

 同左

 

 

 

 

  

⑤利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

⑤利息相当額の算定方法

 同左

 

 

⑤利息相当額の算定方法

 同左

 

  

 

   

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

 　未経過リース料

１年以内 59百万円

１年超 162百万円

合計 222百万円

１年以内 58百万円

１年超 102百万円

合計 161百万円

１年以内 59百万円

１年超 132百万円

合計 192百万円
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(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成19年８月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末(平成20年８月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末(平成20年２月29日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

 

(重要な後発事象)

 

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

―――――――――― 　当社は、平成20年10月15日開催の

取締役会において、期初より進めて

まいりましたブランド廃止等の構

造改革に伴い、希望退職者の募集を

行なうことを決定いたしました。

　その概要は「第５［経理の状況］

　１［中間連結財務諸表等］　(1)

［中間連結財務諸表］(重要な後発

事象)」に記載しております。

――――――――――

 　なお、損失見込額は特別加算金等

約12億円であります。
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出までの間に、次の書類を提出しております。

 

　　（1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第４期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月30日関東財務局長に提

出。

　　（2）臨時報告書

　　金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主

要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書を平成20年９月９日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年11月22日

株式会社レナウン

取締役会　御中

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　長　　坂　　　　　隆　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　永　　澤　　宏　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社レナウンの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ

・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社レナウン及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

 

以　上
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(※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年11月25日

株式会社レナウン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　長　　坂　　　　　隆　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　佐　　藤　　　　　晶　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社レナウンの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年

度の中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ

・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社レナウン及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月15日開催の取締役会において、希望退

職者の募集を行うことを決議した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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(※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成19年11月22日

株式会社レナウン

取締役会　御中

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　長　　坂　　　　　隆　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　永　　澤　　宏　　一　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社レナウンの平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第４期事業

年度の中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社レナウンの平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成19年３月１日から平成19年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

 

 

以　上
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(※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成20年11月25日

株式会社レナウン

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　長　　坂　　　　　隆　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　佐　　藤　　　　　晶　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社レナウンの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第５期事業

年度の中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中

間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社レナウンの平成20年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月15日開催の取締役会において、希望退

職者の募集を行うことを決議した。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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(※)上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出

会社)が別途保管しております。
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